






































































































































予 定 し て い る「 ル ー ト39フ リ ー・ ス ク ー ル（Route 39 academy: 
academy という校名だが、法的形態は free school である。以後、
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を配分された私立形態の学校（state funded independent school）に尽
きるだろう。では、このフリー・スクールはどのようにして設立される
のか、望田（2012）および、イギリス教育省が公開している情報（The 


























































































































































































































































3） Local School Network というウェブ上で、2013年 3 月、An unnecessary Free 
School in an AONB in Devon というタイトルの対話がなされ、校長が様々な
質問に答える形式をとっている。ここでの校長の発言はそこからの引用である。
　（http//www.localschoolsnetwork.org.uk/2013/03/ 参照）
4） TES 16 December 2011. “Jumping the queue is just deserts, says Toby 
Young”. 記事でヤング氏は、彼が設立にかかわった West London Free School
では、志願者が入学定員を上回った場合、設立にかかわった親の子供に優先
権を与えると表明し、そのことは教育大臣（Gove）も認めているといっている。
ただ、TES の記者、Claire Shaw は、そうなれば、学校は親たちの秘密結社
（secret groups）になってしまうと危惧している。















6） TES 24 May 2013. “Glory days of parent power prove short-lived”. 同記事の記
者、Richard Vaughan は、アメリカのチャーター・スクールの15％が閉校して
いることを指摘し、フリー・スクールの将来に懸念を示している。また、同記
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